


県有林立木売払いに係わる入札参加心得 

 

（趣旨） 

第１条 県有林立木売払いに係わる一般競争入札、指名競争入札（以下「入札」という。）

に参加しようとする者（以下「入札者」という。）又は入札者の代理人（以下「入札者等」

という。）は財務規則（昭和 39 年宮城県規則第７号）その他の法令及びこの心得の定め

によるところによらなければならない。 

（公正な入札の確保） 

第２条 入札者等は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第

54号）等に抵触する行為を行ってはならない。  

（入札保証金） 

第３条 入札者等は、入札公告等で指定された日時までに、その見積る入札金額（消費税

及び地方消費税を含む）の 100分の５以上の入札保証金を納付し、又はこれに代わる担

保を提供しなければならない。ただし、入札保証金の全部又は一部を免除された場合は、

この限りでない。 

２ 入札保証金の納付又は担保の提供等の取扱いについては、入札公告等及び別に定める

ところにより行うものとする。 

３ 落札者が契約を締結しないときは、入札保証金又はこれに代わる担保は県に帰属する。 

（入札等） 

第４条 紙入札とは、書面により入札書（見積書を含む。以下同じ）を提出する入札をい

い、県有林立木売払いに係わる入札を実施する場合は、紙入札での参加を原則とする。 

２ 入札者等は、一般競争入札前までは、いつでも入札を辞退することができる。また、

指名競争入札を実施し、入札の指名を受けた者は、入札執行の完了に至るまでは、いつ

でも入札を辞退することができる。この場合において、入札を辞退するときは、県有林

林産物売払実施要領に基づく入札辞退届を入札執行者へ提出しなければならない。 

なお、入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱い

を受けるものではない。 

３ 入札者等は、売払物件所在地において開催する説明会（以下「現地説明会」という。）

で配付する売払明細書を熟覧のうえ、入札しなければならない。この場合において、売

払明細書について疑義等があるときは、現地説明会において関係職員の説明を求めるこ

とができる。  

４ 現地説明会へ参加しなかった者は、入札を辞退したものとする。  

５ 入札書は、様式第１号により作成し、入札執行者の指示に従って、入札箱に入れなけ

ればならない。  

６ 前項の規定にかかわらず、入札保証金の全部の納付を免除された場合は、配達証明付

き書留郵便をもって入札書を提出することができる。 

この場合においては、二重封筒とし、入札書を中封筒に入れ、封かんの上、入札者の名

称及び物件番号、物件所在地を表記し、中封筒を外封筒に入れ、表に開札日及び入札書在

中の旨を朱書きし、かつ、指定の日時までに、入札執行者に到達しなければならない。 

７ 入札者が代理人をして入札しようとするときは、その委任状（様式第２号）を持参さ



せ、入札の前に、入札執行者に提出しなければならない。 

  なお、代理人が委任状を入札執行者へ提出する際は、本人確認資料を提示又は提供し

なければならない。 

８ 入札書は、一旦、入札箱に入れ、又は提出した後は、開札の前後を問わず、書き換え、

引き換え又は撤回をすることはできない。  

９ 入札者等は、当該入札に対する他の入札者の代理をすることはできない。  

10 入札者等は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定

に該当する者を代理人とすることはできない。  

（入札の延期等） 

第５条 入札執行者は、入札前において、天災地変その他やむを得ない事情が生じたとき

は、入札の執行を延期し、又は中止することができる。  

２ 入札執行者は、入札者等が不隠の行為をなす等の場合において、入札を公正に執行す

ることができないと認めるときは、当該入札者等を入札に参加させず、又は入札の執行

を延期し、若しくは中止することができる。  

（失格） 

第６条 入札者等は、次の各号のいずれかに該当するときは、失格とされ、入札又は再度

入札に参加することができない。 

(1) 入札期日（郵送による紙入札においては開札日とする。以下同じ。）において、政令

第 167条の４に該当するとき（被補助人、被保佐人又は未成年者であって、契約締結

のために必要な同意を得ている者は除く。）。 

(2) 入札期日において、県有林特別会計に属する林産物の売払いに係る競争入札の参加

資格等に関する規程（平成 13 年６月 29 日施行。以下「入札参加規定」という。）第

２条に定めた資格を有しなくなったとき。 

(3) 入札期日において、県から入札参加規程第 10条に基づく資格制限を受けている期間

中であるとき。 

(4) 入札者の代理人が入札者の委任状を提出しないとき。 

(5) 入札保証金又は入札保証金に代わる担保を提供しないとき。ただし、入札保証金の

納付を免除されたときは、この限りではない。 

(6) 競争入札の公告又は指名の通知に示した入札参加条件に違反したとき。 

(7) 公正な価格を害し、又は不正の利益を図る目的をもって連合するなど入札に際し私

的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年７月 20 日施行。以下「独

占禁止法」という。）に抵触する行為その他の不正の行為を行ったとき。 

(8) 正常な入札の執行を妨げる行為をしたとき。 

(9) 入札執行者が、入札者等が次のいずれかに該当するとして、失格としたとき。 

① 独占禁止法に抵触する行為その他の不正の行為を行ったおそれがあるとき。 

② 正常な入札の執行を妨げる行為をするおそれがあるとき。 

（無効の入札） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。  

(1)  入札に参加する資格を有しない者のした入札  

(2)  委任状を提出しない代理人のした入札  



(3)  記名を欠く入札  

(4)  金額を訂正した入札  

(5)  誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札  

(6) 入札完了までに、入札者より錯誤等により入札をした旨の申し出のあった入札 

(7) 同一の入札について、他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入札  

(8) 第 10 条に規定する再度入札において、前回の最高の入札額を下回る入札額を記載

した入札  

(9) 郵送による入札において、提出期限を過ぎて提出された入札 

(10) その他の入札に関する条件に違反した入札  

（開札） 

第８条 開札は、入札の終了後、直ちに入札者等の立会いの下に行う。この場合において、

入札を行った者が立ち会わないとき及び郵送による入札のときは、当該入札事務に関係

のない職員を立ち会わせて行う。  

２ 入札執行者は、開札をした場合において、次条に規定する落札者がないときは、各人

の入札書のうち最高の価格をもって入札した者の入札金額を読み上げ、入札を行った者

全員に周知する。  

（落札者の決定） 

第９条 入札を行った者のうち、予定価格を超え最高の価格をもって入札した者を落札者

とする。  

２ 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、入札執行者は、直ちに、

当該入札をした者にくじを引かせて、落札者を決定する。この場合において、当該入札

をした者のうちくじを引かない者があるときは、これに代わって入札事務に関係のない

職員にくじを引かせる。   

３ 落札者が決定した場合は、入札執行者は、落札者及び落札金額を入札を行った者全員

に周知する。  

（再度入札） 

第 10条 開札の結果、前条の落札者がないときは、直ちに再度の入札を行う。  

２ 再度入札の回数は、原則として、２回を限度とする。 

３ 第８条第２項の規定は、再度入札の場合に準用する。  

（契約保証金等） 

第 11条 落札者は、契約書の提出と同時に、契約金額の 100分の 10以上の契約保証金又は

これに代わる担保を提供しなければならない。ただし、契約保証金の全部又は一部を免

除された場合は、この限りでない。 

（無効の入札をした者の再度入札への参加） 

第 12条 第７条に規定する無効の入札をした者で、その無効の理由が同条第３号から第５

号まで又は第８号に該当するものであるときは、再度入札への参加をすることができる。 

この場合において、再度入札へ参加するときは、無効になった理由について、十分注意

するものとする。    

（随意契約の折衝） 

第 13 条 第 10 条に規定する再度入札において落札者がないときは、入札執行者は、予定



価格と最高の価格の入札金額との差が少額であること等の事情を勘案し、随意契約によ

ることが適切であると認めるときは、地方自治法施行令（昭和 22 年政令 16 号）第 167

条の２第１項８号の規定を適用し、最高の価格をもって入札した者と随意契約の折衝を

行うものとする。  

２ 第４条第５項の規定は、随意契約の場合に準用する。この場合において、これらの規

定中「入札書」とあるのは、「見積書」と読み替えるほか、「様式第１号」は、「様式第３

号」に読み替えるものとする。  

（契約書の提出） 

第 14条 落札者は、入札執行者から交付された契約書の案に記名押印又は電子署名（電子

署名及び認証業務に関する法律（平成 12年法律第 102号）第２条第１項に規定するもの

をいう。）を行い、落札決定の翌日から 14 日以内に入札執行者に提出しなければならな

い。  

２ 落札者が前項に規定する期間内に契約書の案を提出しないときは、その落札は効力を

失う。ただし、気象災害等により落札者の責めに帰することができない理由により、当

該期日までに契約書の提出が遅延することが明らかなとき、又は、落札者が提出期日前

までに入札執行者の承諾を得たときは、この限りではない。 

（異議申し立て） 

第 15条 入札を行った者は、入札後において、この心得及び売払明細書等についての不明

又は錯誤等を理由に異議を申し立てることはできない。 

 

附 則  

この心得は、平成 13年７月１日から施行する。 

附 則  

この心得は、平成 20年２月 26日から施行する。 

附 則 

この心得は、令和８年９月１日から施行する。 



様式第８号（要領第15条関係） 

 

県有林立木売買契約書（案） 

 

売払人宮城県（以下「甲」という。）と買受人         （以下「乙」とい

う。）とは、県有林立木の売買について、次の条項により契約を締結する。 

 

（売買物件） 

第１条 売買物件は、次のとおりとする。また、売り払う立木には、根株は含まないもの

とする。 

  ただし、森林作業道の開設に伴う抜根についてはこの限りでない。 

物 件 所 在 箇 所 樹  種 
本数 

（本） 

材積 

（ｍ３） 

加美郡色麻町小栗山字下桑畑38-1のうち 
スギ、ヒノキ、 

アカマツ、広葉樹 
17,696 12,692.014 

（別添区域図着色部分） 

（売買代金） 

第２条 売買代金は、金        円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 

金         円）とする。 

（代金の支払） 

第３条 乙は、売買代金を甲の発行する納入通知書により、  年  月  日までに甲

に支払わなければならない。 

（契約保証金） 

第４条 契約保証金は免除する。ただし、本契約書の特記事項に契約保証金に関する定め

がある場合は、この限りでない。 

（違約金） 

第５条 乙は、第３条の期日までに売買代金を支払わなかったときは、売買代金につ

き当該期日の翌日から支払の日まで年3.0％の割合で計算した違約金を甲に支払わな

ければならない。 

 （契約の解除） 

第６条 甲は、次の各号のいずれかに該当するとき又は乙が第 11条の規定に違反したとき

は、契約を解除することができる。ただし、甲の責めに帰する理由によるものである

ときは、甲は、本条の規定による契約の解除をすることができない。 

(1) 乙が第３条及び第５条に定める義務を履行しないとき、又は納入する見込みがない

とき。 

(2) 乙が、この契約の履行期間中に宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成 20年 11月

１日施行）別表各号に該当すると認められたとき。 

(3) 乙が、この契約の締結又は履行に当たり不正な行為をしたとき。 

(4) 乙が、この契約に違反し、又は違反するおそれがあると認められるとき。 



(5) 前号に掲げるもののほか、乙が、この契約に基づく債務を履行しないとき。 

２ 乙は、甲が契約に違反し、その違反により契約の目的を達成することができないとき

は、契約を解除することができる。 

３ 前項の規定により契約が解除された場合における既に履行された部分の取扱いについ

ては、甲と乙が協議して定めるものとする。 

 （返還金等） 

第７条 甲は、前条の規定により契約を解除したときは、乙が支払った売買代金を返還す

るものとする。この場合における当該返還金には、利息を付さないものとする。 

２ 前条の規定により契約を解除した場合においても、甲は、乙が負担した契約の費用、

売買物件に支出した必要経費、有益費その他一切の費用を償還しないものとする。 

 （返還金の相殺） 

第８条 甲は、前条第１項の規定により売買代金を返還する場合において、乙がこの契約

に基づき甲に支払うべき違約金、損害賠償金その他の金銭債務を負担しているときは、

返還する売買代金の全部又は一部と相殺することができるものとする。 

（所有権の移転） 

第９条 売買物件の所有権は、乙が第２条の売買代金を完納したとき乙に移転するものと

する。 

（売買物件の引渡し） 

第10条 甲は、売買物件の所有権が移転した日から20日以内（土曜日、日曜日及び祝日を

含むものとし、当該期間の末日がこれらの日に当たるときは、その翌営業日を期限とす

る。）に甲乙両者の定める日に当該物件をその所在する場所において乙に引き渡すもの

とする。この場合、乙は、当該物件の県有林林産物受領書（様式第９号）を甲に提出し

なければならない。 

２ 残雪又は災害その他やむを得ない事由により、売払物件の所在地において引渡しを行

うことが困難である場合には、前項の期間内において、ほかの適当な場所において引渡

しを行うものとする。この場合において、甲は乙に対して、後日、当該物件の所在地に

ついて案内を行うものとする。 

（引渡し前の作業の禁止） 

第11条 乙は、売買物件について立木の伐採及び搬出、素材の加工等（以下「搬出等」と

いう。）を行う場合は、前条の規定による引渡しを受けた後でなければならない。 

（危険負担）   

第12条 乙は、この契約締結の時から売買物件の引渡しの時までの間において当該物件が 

滅失又は毀損した場合は、甲に対して売買代金の減免又は免除を請求することができる。 

ただし、当該滅失又は毀損が天災その他不可抗力による場合又は乙の責めに帰すべき理

由による場合は、この限りでない。 

（担保責任） 

第13条 乙は、この契約締結後において、売買物件が種類、品質又は数量に関して契約の

内容に適合しない場合でも、乙は、甲に対し、売買物件の修補、代替物の引渡し又は不

足分の引渡しによる履行の追完の請求、売買代金の減免、損害賠償の請求又は契約の解

除をすることができないものとする。 



（伐採計画書の提出） 

第 14条 乙は、当該物件について、契約締結の日から６か月以内に、伐採計画書（様式第

11号）を甲に提出しなければならない。 

２ 当該物件の所在地が県行造林地である場合において、地上権設定契約の相手方から返

地の予定地又は時期について甲に照会があったときは、甲は必要に応じてその情報を提

供することができる。 

（搬入出路使用計画書の提出） 

第15条 乙は、当該物件について、契約締結の日から６か月以内に、搬入出路使用計画書

（様式第12号）を甲に提出しなければならない。 

２ 乙は、搬入出路使用計画に変更が生じた場合は、速やかに変更した搬入出路使用計画

書を甲に提出しなければならない。 

（売買物件の伐採搬出） 

第16条 乙は、引渡しを受けた後、第14条の伐採計画書及び前条の搬入出路使用計画書を

提出した上で、令和13年11月12日（以下「完了期限」という。）までに売買物件の伐採

搬出を完了するとともに、第19条第５項に規定する買受物件搬出完了届（様式第13号）

を提出するものとする。 

２ 前項に規定する完了期限内に売買物件の伐採搬出が完了しない場合には、当該完了期

限の翌日から買受物件搬出完了届の提出日までの日数に応じ、売買代金につき年 3.0％

の割合で計算した搬出遅延違約金を甲に支払わなければならない。 

３ 気象災害等やむを得ない事由により、伐採搬出を完了することができないことが明ら

かになったときは、乙はその理由を付して、搬出期限延長申請書（様式第 10号）により

甲に対して期間の延長を申請することができる。この場合、延長日数は、甲乙協議の上、

定めるものとする。 

（事前現地確認の実施） 

第 17条 乙は、次条第５項に定める買受物件搬出完了届（様式第 13号）又は第 19条第１

項に定める部分完了届（様式第 14号）を提出する前に、甲の立会いによる事前現地確認

を受けなければならない。 

２ 甲は、事前現地確認の結果、必要と認める場合は、乙に対して手直しを求めることが

できる。手直しを求める場合、甲は、手直し依頼書（様式第15号）を乙に提出するもの

とする。 

３ 乙は、甲から手直し依頼書の提出があった場合は、その内容について必要な対応を行

い、手直し依頼書に記載された報告期限までに、甲に対応報告書（様式第16号）を提出

しなければならない。 

なお、対応に要する費用は、乙の負担とする。 

４ 乙から甲に対応報告書が提出された場合は、甲は、手直し依頼書の内容が適切に履行

されているか確認を行う。適切に履行されていないと認めるときは、甲は、改めて手直

し依頼書を作成し、乙に必要な対応を求めるものとする。 

５ 甲は、事前現地確認により適切な作業が行われていることを確認したとき、又は手直

し依頼書の内容が適切に履行されていることを確認したときは、乙に対し、事前現地確

認が完了した旨を連絡するものとする。 



（契約完了に向けた立会いと伐採照査の実施） 

第18条 乙は、売買物件の伐採がおおむね８割に達した時点で、甲にその状況を報告しな

ければならない。 

２ 甲は、乙から前項の報告を受けたときは、契約完了に向け、前条に定める事前現地確

認を速やかに実施しなければならない。 

３ 乙は、甲から事前現地確認の立会いを求められた場合は、正当な理由がない限り、こ

れを拒んではならない。 

４ やむを得ず乙が事前現地確認に立ち会えない場合は、甲のみで事前現地確認を行うこ

とができるものとする。この場合において、乙は、甲が求める手直し内容について異議

を申し立てることはできないものとする。 

５ 乙は、売買物件の伐採及び搬出が終了したときは、前条第５項の連絡を受けた後、速

やかに買受物件搬出完了届を甲に提出しなければならない。ただし、仮設物の撤去、

復旧その他やむを得ない事情により提出に時間を要する場合であって、あらかじめ甲

に提出予定日を報告し、その承諾を得たときは、この限りでない。 

６ 甲は、乙から買受物件搬出完了届が提出された場合は、速やかに事前現地確認の結果

を踏まえ伐採照査を実施し、完了確認を行わなければならない。 

なお、甲は、前条第５項に基づく連絡を行うまでは、乙から提出される買受物件搬出

完了届を受領することはできない。 

７ 乙は、乙の責めに帰すべき事由により、買受物件搬出完了届の提出が第16条第１項に

定める完了期限後となった場合は、同条第２項の規定により、違約金を甲に支払わな

ければならない。 

（部分的な契約完了に向けた立会いと部分伐採照査の実施） 

第19条 甲は、県有林林産物売払実施要領（平成13年７月１日施行）第29条第１項各号の

いずれかに該当する場合は、乙に対し、部分完了届の提出を求めることができる。 

２ 甲は、前項の部分完了届の提出を求める場合は、提出期限の２か月前までに、書面に

より乙に通知しなければならない。 

３ 乙は、甲から前項の通知を受けたときは、現地において売買物件のうち伐採済みの範

囲を確認できるよう、当該範囲の外縁等に標示テープその他の標示物を設置し、その設

置位置を記録した資料又は座標データを、前項の通知に記載された期日までに甲に提出

しなければならない。 

４ 甲は、前項の資料又はデータの提出を受けたときは、部分完了に向け、第17条に定め

る事前現地確認を速やかに実施しなければならない。 

５ 乙は、第17条第５項の連絡を受けた後、速やかに甲に部分完了届を提出しなければな

らない。 

６ 甲は、部分完了届が提出された場合は、速やかに事前現地確認の結果を踏まえ部分伐

採照査を実施し、部分完了確認を行わなければならない。 

なお、甲は、第17条第５項による連絡を行うまでは、乙から提出される部分完了届を

受領することはできない。 

（物件の没収） 

第20条 乙が第16条に定める完了期限までに伐採搬出しない当該物件は、甲が没収するも



のとする。 

（原状回復義務等） 

第21条 乙は、甲が前条の規定により当該物件を没収した場合において、土地等の形状を

変更しているときは、甲の指定する期日までに原状に回復して返還しなければならな

い。ただし、甲が原状回復を要さないと認めたときは、現状のまま返還することができ

る。 

２ 乙は、前項の場合において、乙の責めに帰する理由により甲又は第三者に損害を与え

た場合には、その損害を賠償しなければならない。 

 （法令上の許認可等） 

第22条 伐採搬出作業等に当たって法令上の制限がある場合、許認可等の手続は乙が行う

ものとする。 

 （法令遵守） 

第23条 乙は、売買物件の搬出等に当たっては、労働安全衛生に関する諸法令、道路交通

法令、森林法その他の関係法令を遵守しなければならない。  

２ 乙は、売買物件の搬出等に携わる職員等に対し、社内規定や企業倫理、社会規範を守

り、公正で誠実に行動するよう周知徹底を図らなければならない。 

 （林野火災等の処置） 

第24条 乙は、売買物件の搬出等を行う際に、林野火災や事故が発生したときは、必要な

措置を行い、速やかに甲に連絡しなければならない。  

２ 乙は、林野火災を防止するため、火気を取り扱う際には十分注意し、ごみの適切な処

理に努めるものとする。 

 （契約区域外の県有林許認可） 

第 25条 乙は、売買物件の搬出等のため、売買物件以外の県有林内に施設を設置する必要

がある場合は、甲の承諾を受けなければならない。ただし、本契約書の特記事項に指定

があるものについては、この限りでない。 

２ 乙は、乙が設置した県有林内の施設について、その使用を終えたとき、又は契約が解

除されたときは、甲の指定する期間内に撤去し、土地を現状に回復しなければならない。

ただし、本契約書の特記事項に定めがあるとき、又は甲の承認を受けたときは、この限

りでない。 

３ 乙は、前項に規定する義務を怠ったことにより甲に損害を与えたときは、その損害を

賠償しなければならない。 

４ 売買物件以外の県有林内で、土地を使用する場合は、乙は管轄する県地方振興事務所

に県有林管理事務取扱要領（平成17年４月１日施行）第２条第２項による県有林使用協

議書（様式第２号）を提出すること。 

５ 前項の規定における土地使用に当たり、支障木の伐採が生じる場合は、乙は管轄する

県地方振興事務所へ県有林管理事務取扱要領第９条第２項による県有林支障木伐採許可

申請書（様式第９号）を併せて提出すること。 

 （天災その他不可抗力により損傷した施設等の復旧） 

第26条 甲は、天災その他不可抗力により、甲が設置した管理用ゲートや森林作業道等の

施設（以下「甲の施設等」という。）及び前条に基づき乙が設置した施設が損傷したと



きは、甲乙協議の上、復旧の可否を判断するものとする。 

 （甲の施設等の使用） 

第27条 乙は、売買物件の搬出等に当たり甲の施設等を使用するときは、搬出に使用する

車両、使用する施設等の修繕、整備等について、甲の指示に従わなければならない。 

２ 乙は、甲の施設等を使用した場合は、売買物件の搬出後、原状に回復しなければなら

ない。ただし、本契約書の特記事項に定めがあるとき、又は甲の承認を受けたときは、

この限りでない。 

 （第三者の施設等の使用及び支障木の伐採） 

第28条 伐採及び搬出に当たり、第三者が所有する土地を使用する必要が生じたときは、

乙の責任において必要な手続を行うこと。 

２ 乙は、売買物件の搬出等に当たり第三者が設置した施設等を使用するときは、搬出に

使用する車両、使用する施設等の修繕、整備等について、設置した第三者の指示に従わ

なければならない。 

３ 乙は、第三者が所有し、又は管理する山林において、売買物件の搬出等に支障となる

立木を伐採するときは、乙の責任において土地の所有者を確認し、その承諾を得た上で

行うものとする。 

４ 乙は、第三者所有の土地を通行した際に周辺の立木又は施設を損傷したときは、乙に

おいて当該立木又は施設の所有者に補償を行うものとする。 

５ 乙は、伐採搬出作業中等に第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければ

ならない。 

 （伐採跡地・搬出跡地等の整備） 

第29条 乙は、売買物件の搬出等に当たり、甲の指示するところにより、枝条及び伐採跡

地の整備を行わなければならない。 

２ 乙は、伐採跡地の植栽・保育作業等への支障や災害を誘発しないよう、末木枝条を谷

沿いや沢周辺に集積することを避けるとともに、可能な限り地表面に密着するよう存置

しなければならない。 

なお、作業道に末木枝条等を集積する場合は、山積みとせず、高さを１ｍ以下とし、

筋状に整備すること。 

３ 乙は、伐採木をできるだけ搬出するものとする。やむを得ず伐採木を搬出しない場合

は、流出又は移動しないよう、集積し、又は等高線に平行に残置するものとする。 

４ 土砂の崩落や岩石の落下等のおそれのある箇所又は急傾斜地等で伐採が困難な箇所の

立木については、区域内であっても保残すること。 

なお、保残箇所がある場合は、乙は速やかに甲に位置を連絡し、甲の指示に従うこ

と。 

 （林地保全等の措置） 

第30条 乙は、売買物件の搬出等に当たっては、林地保全、河川汚濁の防止等に努めなけ

ればならない。 

２ 甲は、林地保全、河川汚濁の防止等のため必要と認めるときは、乙に対し、乙の負担

において必要な措置を講じるよう求めることができるものとする。 

  



（売買物件以外の立木の保護） 

第31条 乙は、売買物件以外の立木を損傷してはならない。 

２ 乙は、売買物件以外の立木に損傷を与えたときは、速やかに甲に連絡し、甲の指示を

受けなければならない。 

 （周辺環境の保全） 

第32条 乙は、作業中の危険回避や野生動物による人的被害の防止、不法投棄の防止等の

ため、看板の設置その他関係者以外の立入りを禁止する措置を講じること。 

２ 乙は、使用する重機及びトラックについては、できる限り排出ガス対策型や低騒音

型・低振動型の環境配慮型のものを使用し、その使用を最小限とすること。 

３ 乙は、作業中に希少生物を発見した場合は、その保全に努めるとともに、甲に報告す

るものとする。 

４ 乙は、伐採に伴い発生する枝葉について、バイオマスとしての利用に配慮し、できる

だけ搬出するものとする。 

５ 乙は、伐採・搬出作業を原因とする環境への悪影響が生じたときは、その事象に応じ

て必要な措置を講じること。 

なお、乙の責めに帰すべき事由により、第三者の土地に被害を及ぼした場合は、乙の

負担において関係者に補償を行うこと。 

 （災害等の防止義務） 

第 33条 乙は、搬出等に当たり、労働災害の防止に努めるとともに、安全を確保し、豪雨

等による災害の防止に努めなければならない。また、災害が発生した場合は、地震等の

不可抗力による場合又は乙の責に帰すべき事由によるものではない場合を除き、乙がそ

の責任を負うものとする。 

２ 乙は、作業路や土場を開設する場合は、必要最小限の計画とし、側溝及び水切り等の

排水対策を十分講じること。 

なお、作業完了後は、原則として原状に回復するものとするが、これが不適当又は困難

な場合は甲の指示に従うこと。 

３ 乙は、売買物件の搬出等に当たっては、必要以上に重機を林内に入れず、林内の移動

を必要最小限とすること。 

４ 乙は、売買物件の区域において搬出等を行うに当たっては、防災上保全が必要な箇

所、地形又は地質上崩壊のおそれがある箇所、下流水系への影響が大きい箇所その他災

害を引き起こすおそれのある箇所を避けて作業を行うこと。 

 （損害賠償） 

第 34条 乙は、この契約に定める義務を履行しないため又は義務の履行が不能となったた

め甲に損害を与えたときは、その損害に相当する額を損害賠償として甲に支払わなけれ

ばならない。 

２ 乙が売買物件以外の立木を無断で伐採し、甲に損害を与えたときは、甲はその損害に

相当する額を乙に請求することができる。乙は、甲から請求があったときは、速やかに

納付しなければならない。 

（作業の中止命令） 

第 35条 法令の規定又は公用、公共用若しくは公益事業の用に供するためその他やむを得



ない事由により、この契約を履行することができないときは、甲は、物件の伐採、搬出

その他の作業の中止を命じることができる。 

２ 乙に法令又は契約に違反する行為があると甲が認める場合、甲は、物件の伐採、搬出

その他の作業の中止を命じることができる。 

３ 甲が前項の違反行為を確認し、中止命令を行った場合は、乙は、その損害について、

甲に損害賠償を請求できないものとする。 

 （契約の適用範囲） 

第 36条 この契約の適用範囲は、本契約書及び特記事項に定めるもののほか、現地説明会

における説明資料によるものとする。 

 （契約の費用） 

第 37条 この契約の締結及び履行等に関して必要な一切の費用は、乙の負担とする。  

 （その他） 

第 38条 この契約に関し、疑義又は定めのない事項が生じたときは、その都度甲乙協議し

て定めるものとする。 

 

この契約を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を所持す

る。ただし、本書の作成に代えて契約内容を記録した電磁的記録を作成する場合は、甲及

び乙が電子署名を行った上、各自その電磁的記録を保管する。 

 

  年  月  日 

 

 

                  甲（売払人） 宮城県知事 氏  名 

 

 

                  乙（買受人） 住所又は所在地 

 

                 氏名又は名称 



（参考様式）

県有林立木売払区域図
物件の場所：加美郡色麻町小栗山字下桑畑38-1のうち

（47林班イ21、22、48林班ホ3-1）

売払区域

※売払区域は現地に明示した境界の範囲を参考として記載したものです。

※現地の樹木に巻いたテープにより、区域内の立木を伐採してください。


